












要約:主に境界児の母子支援に関して、専門職のいない地域での発達支援事業の在り方に

ついて検討した。本年(平成 7 年度)度は小人口地域、 とくに人口 5 万以下の市町村にお

ける発達支援事業の状況について、全国 47 都道府県の市町村を各 1か所づつ無作為に 188

の市町村を抽出し、母子支援状況および今後の予定などについて調査した。追跡支援シス

テムの実施状況は、ほとんどの地域が 80-90%実施されていた。 しかし、委譲後の予定は

30-50%が未定との回答でった。また母子支援としての“親子の遊び・交流"の実施は人口

が少ない地域では約半数が実施されていなかった。

 小人口地域では、地域により人的・質的両面で格差がかなり認められ、委譲による質の

低下に対する不安が強く懸念された。限りある人的・質的条件の中でより効率的な支援事

業を発展させるには、地域に応じた key person の選択と質的向上、保健所の強化・支援

および周辺諸機関との綿密な組織作りが重要であり、 さらには小人口地域では、地域に

より密着した母子保健サービスを実施していく上に地域ボランティアによる自主グループ

の育成・啓蒙が望ましい。


